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平成26年3月期　連結決算
1．平成26年3月期連結経営成績 （単位：百万円） 平成27年3月期業績予想 （単位：百万円）

26年3月期 25年3月期
公表金額

(11月11日公表)
27年3月期 26年3月期

経常収益 59,045 56,839 3.9% 2,206 60,400 ▲ 2.2% ▲ 1,355 経常収益 56,400 59,045 ▲ 4.5% ▲ 2,645

経常利益 14,842 10,213 45.3% 4,629 15,000 ▲ 1.1% ▲ 158 経常利益 7,700 14,842 ▲ 48.1% ▲ 7,142

当期純利益 8,271 7,206 14.8% 1,065 9,200 ▲ 10.1% ▲ 929 当期純利益 4,500 8,271 ▲ 45.6% ▲ 3,771

増　減 公表比 増　減

●　当行単体で、増収増益となったことから、連結ベースでも、経常利益段階で２４年３月期以来２期ぶりの増収増益の決算となりました。経常利益の増加によ
　　り当期純利益も増益となりました。　　　　　　　

●　平成２５年度期末配当は、1株当り3円で決議いたしました。

３．配当の状況

平成２３年度
実　績

平成２４年度
実　績

平成２5年度
実　績

平成２６年度
予　想

中間配当金 ３円00銭 ３円00銭 ３円00銭 ３円00銭

期末配当金 ３円00銭 ４円00銭 3円00銭 3円00銭

年間配当 6円00銭 ７円00銭 6円00銭 6円00銭

配当性向(連結) 16.4% 16.1% 11.9% 22.4% 

(注)24年度期末配当には、創立120周年記念配当1円を含んでおります。
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2．平成26年3月期個別経営成績 （単位：百万円） 平成27年3月期業績予想 （単位：百万円）

26年3月期 25年3月期
公表金額

(11月11日公表)
27年3月期 26年3月期

経常収益 49,738 47,566 4.6% 2,172 51,200 ▲ 2.9% ▲ 1,462 経常収益 47,000 49,738 ▲ 5.5% ▲ 2,738

経常利益 13,581 8,754 55.1% 4,827 13,700 ▲ 0.9% ▲ 119 経常利益 6,700 13,581 ▲ 50.7% ▲ 6,881

当期純利益 7,012 5,453 28.6% 1,559 7,700 ▲ 8.9% ▲ 688 当期純利益 4,000 7,012 ▲ 43.0% ▲ 3,012

増　減 公表比 増　減

●　単体ベースでは、有価証券利息や手数料収入の増加、さらに貸倒引当金戻入益の計上により、経常利益段階で２４年３月期以来２期ぶり増収増益の決算と　
　　なりました。当期純利益も経常利益の増加により増益となりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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平成26年3月期　単体損益の状況
平成25年度通期決算【単体】 (百万円)

26年3月期 25年3月期比 25年3月期 公表金額

増減率 金　額 公表比

経常収益 1 49,738 4.6% 2,172 47,566 51,200 ▲ 1,462

2 39,583 ▲ 167 39,750

 (除く国債等債券損益(５勘定尻)) 3 ( 38,231 ) ( ▲ 152 ) ( 38,383 ) 38,400 ▲ 169

4 32,972 ▲ 359 33,331

5 5,275 238 5,037

6 1,335 ▲ 45 1,380

(うち国債等債券損益) 7 ( 1,352 ) ( ▲ 14 ) ( 1,366 )

(国債等債券売却益) 8 1,540 ▲ 634 2,174

(国債等債券売却損) (△) 9 187 15 172

(国債等債券償還損) (△) 10 ― ▲ 634 634

(△) 11 31,031 1,073 29,958 31,400 ▲ 369

12 8,551 ▲ 1,240 9,791

13 7,199 ▲ 14.5% ▲ 1,225 8,424 7,000 199

(△) 14 ― 1,317 ▲ 1,317 0 0

15 8,551 ▲ 23.0% ▲ 2,558 11,109 8,200 351

臨時損益 16 5,033 7,383 ▲ 2,350

(△) 17 3 ▲ 3,024 3,027 0 3

18 3 ▲ 1,706 1,709

③貸倒引当金戻入益 19 3,672 3,672 ―

④償却債権取立益 20 0 ▲ 2 2

株式等関係損益 21 482 665 ▲ 183

(株式等売却益) 22 644 200 444

(株式等売却損) (△) 23 27 ▲ 318 345

(株式等償却) (△) 24 134 ▲ 149 283

25 882 24 858

26 13,581 55.1% 4,827 8,754 13,700 ▲ 119

特別損益 27 ▲ 1,369 ▲ 732 ▲ 637

28 ▲ 576 ▲ 366 ▲ 210

(△) 29 792 365 427

30 12,212 50.5% 4,096 8,116

31 7,012 28.6% 1,559 5,453 7,700 ▲ 688

32 ▲ 3,668 ▲ 5,375 1,707 ▲ 4,500 832

※与信費用＝①一般貸倒引当金繰入額 ＋②不良債権処理額 －③貸倒引当金戻入益 －④償却債権取立益

税引前当期純利益

当期純利益

与信費用

うち固定資産処分損益

うち減損損失

（貸倒償却引当費用①+②）

その他臨時損益

経常利益

①一般貸倒引当金繰入額

業務純益

②不良債権処理額

経　費 (除く臨時処理分)

業務純益(一般貸倒繰入前)

コア業務純益

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

その他業務利益

【主な増減要因等】

●経常収益(項番1)：前年同期比＋2,172百万円
　・有価証券利息の増加、手数料収入の増加、貸倒引当金
　　戻入益の計上

●コア業務粗利益(項番3)：前年同期比▲152百万円
　・有価証券利息は増加したが、貸出金利息の減少により
　　資金利益は減少
　・預り資産販売手数料等の増加により役務利益は増加

●経費(項番11)：前年同期比＋1,073百万円
　・新勘定系システム稼動による物件費の増加

●コア業務純益(項番13)：前年同期比▲1,225百万円
　・コア業務粗利益の減少、経費の増加

●与信費用(項番32)：前年同期比▲5,375百万円
　・一般貸倒引当金は取崩
　　　正常先・要注意先の残高は増加したが、引当率の
　　　低下により取崩　
　・不良債権処理額も取崩
　　　実態に合うように評価額を合理的にかつ適切に見
　　　積もったことによる未保全額の減少や回収・バルク
　　　セール等により取崩

●経常利益(項番26)：前年同期比＋4,827百万円
　・経常費用は、経費は増加したものの、与信費用の減少
　　により前年同期比減少。経常収益が貸倒引当金戻入益
　　の計上により増加したため、経常利益は前年対比増益

●当期純利益(項番31)：前年同期比＋1,559百万円
　・経常利益の増加により増益

●公表金額（平成２５年１１月１１日）対比
　・経費は公表を下回ったものの、貸倒引当金戻入益の減少
　　により、経常利益は公表を下回りました。さらに特別損
　　失の増加により当期純利益とも公表金額を下回りました。
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業務粗利益推移
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資金利益推移
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業務粗利益・資金利益の状況

●　資金利益は、有価証券利息は増加したものの、貸出金利息の減少をカ
　バーするには至らなかったことから、前年同期比３億円減少し、330億
　円となりました。

●　役務取引等利益は、受入手数料の増加により役務取引等収益が増加し
　たことから、前年同期比３億円増加し、5３億円となりました。

●　その他業務利益は、前年同期比1億円減少し、13億円となりました。

●　貸出金利息は、貸出金平残は増加したものの利回りの低下により、前年
　同期比11億円減少し、241億円となりました。

●　有価証券利息は、有価証券平残の増加と利回りの上昇により、前年同期
　比5億円増加し、110億円となりました。

●　預金等利息は、預金等平残は増加したものの、利回りの低下により、前
　年同期比3億円減少し、14億円となりました。
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与信費用・不良債権の状況
（単位：百万円）

26年3月期 25年3月期 増　減

与信費用 ▲ 3,668 1,707 ▲ 5,375

一般貸倒引当金繰入額 ― ▲ 1,317 1,317

不良債権処理額 3 3,027 ▲ 3,024

貸出金償却 0 0 0

個別貸倒引当金純繰入額 ― 3,104 ▲ 3,104

延滞債権等売却損 21 3 18

その他 ▲ 18 ▲ 80 62

貸倒引当金戻入益 3,672 ― 3,672

償却債権取立益 0 2 ▲ 2

(注)１．与信費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－貸倒引当金戻入益－償却債権取立益

     ２．貸倒引当金戻入益の内訳：26年3月期　一般貸倒引当金繰入額△2,749百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 個別貸倒引当金繰入額△922百万円

金融再生法開示債権 （単位：億円）

26年3月末 25年9月末 ２5年3月末

25/9末比 ２5/3末比

113 1 9 112 104

危険債権 698 6 ▲ 37 692 735

要管理債権 38 0 0 38 38

小　計 849 7 ▲ 28 842 877

正常債権 16,838 334 990 16,504 15,848

合　計 17,687 341 962 17,346 16,725

（単位：％）
破産更生債権及び

これらに準ずる債権
0.63 ▲ 0.01 0.01 0.64 0.62

危険債権 3.94 ▲ 0.04 ▲ 0.45 3.98 4.39

要管理債権 0.21 ▲ 0.01 ▲ 0.01 0.22 0.22

合　計 4.80 ▲ 0.05 ▲ 0.44 4.85 5.24

破産更生債権及び

これらに準ずる債権
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●　金融再生法開示債権残高は、２５／９末比では７億円増加したものの、２５／３末比では28億円減少し、849億円となりました。

●　不良債権比率は、正常債権の増加、金融再生法開示債権額の減少により4.80％となり、２５／９末比では0.05％、２５／３末比では0.44％、それぞれ低下しました。
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貸出金の状況

貸出金末残推移

事業性貸出
9,3708,8708,7759,2599,311

個人ローン

4,4424,2624,201
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●　貸出金末残は、事業性貸出の増加と個人ローンの増加により前期末比957億円増加し、17,377億円（増加率5.8％）となりました。

●　個人ローンは、住宅ローンのみならず、申し込み条件の見直しや各種プロモーションの実施などにより消費性ローンも増加したことから、前期末比181億円　
　増加し、4,442億円（増加率4.3％）となりました。

●　貸出金平残は、前期末対比691億円増加し、17,044億円（増加率4.2％）となりました。

貸出金平残等推移

事業性貸出

9,2028,7979,0169,2749,547

個人ローン

4,3084,1994,1824,1844,134

公共向け

3,5343,3573,4133,4362,956

合計

17,044
16,35316,61116,89416,637
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（単位：億円）

26年3月末 25年9月末 25年3月末

増減率 増減額 増減率 増減額

総貸出金 17,377 2.0% 342 5.8% 957 17,035 16,420

うち事業性貸出金 9,370 2.6% 235 5.5% 500 9,135 8,870

県内 5,582 4.1% 220 4.8% 262 5,362 5,320

県外 3,788 0.4% 15 6.7% 238 3,773 3,550

うち個人ローン 4,442 2.9% 124 4.3% 180 4,318 4,262

うち公共向け 3,565 ▲ 0.5% ▲ 17 8.4% 275 3,582 3,290

25年9月末比 25年3月末比

（単位：億円）

26年3月末 25年9月末 25年3月末

増減率 増減額 増減率 増減額

総貸出金 17,044 1.1% 192 4.2% 691 16,852 16,353

うち事業性貸出金 9,202 0.8% 73 4.6% 405 9,129 8,797

県内 5,366 1.7% 91 4.0% 208 5,275 5,158

県外 3,835 ▲ 0.5% ▲ 19 5.4% 196 3,854 3,639

うち個人ローン 4,308 1.0% 42 2.6% 109 4,266 4,199

うち公共向け 3,534 2.2% 77 5.3% 177 3,457 3,357

25年9月末比 25年3月末比
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総預金の状況

総預金平残推移

個人預金
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法人預金
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●　預金末残は、個人預金の増加を主因に、前期末比654億円増加し、25,357億円（増加率2.6％）となりました。

●　譲渡性預金を加えた、預金等でも前期末比859億円増加し、26,720億円（増加率3.3％）となりました。

●　預金等平残は、前期末比902億円増加し、26,552億円（増加率3.5％）となりました。

総預金末残推移

個人預金,
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17,20616,88616,52516,171

法人預金
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（単位：億円）

26年3月末 25年9月末 25年3月末

増減率 増減額 増減率 増減額

総預金 25,357 4.1% 1,008 2.6% 654 24,349 24,703

個人預金 17,531 0.9% 148 1.9% 325 17,383 17,206

法人預金 5,785 3.0% 167 0.0% ▲ 1 5,618 5,786

その他 2,041 51.4% 693 19.3% 330 1,348 1,711

預金等 26,720 1.8% 472 3.3% 859 26,248 25,861

25年9月末比 25年3月末比

（単位：億円）

26年3月末 25年9月末 25年3月末

増減率 増減額 増減率 増減額

総預金 24,443 ▲ 0.1% ▲ 23 2.7% 633 24,466 23,810

個人預金 17,525 0.5% 89 2.2% 382 17,436 17,143

法人預金 5,514 ▲ 0.2% ▲ 14 4.0% 214 5,528 5,300

その他 1,404 ▲ 6.6% ▲ 98 2.7% 37 1,502 1,367

預金等 26,552 0.1% 27 3.5% 902 26,525 25,650

25年9月末比 25年3月末比
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有価証券の状況

●　有価証券評価益は、国債等債券残高の減少と債券利回りの上昇はある
　　ものの株価の上昇により、332億円の評価益となりました。

有価証券評価損益推移
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25年3月期

国債
39.1%

地方債
10.5%

社債
27.8%

株式
4.5%

その他
18.1%

26年3月期

社債
28.4%

国債
33.9%

地方債
10.0%

株式
5.2%

その他
22.5%

有価証券末残 （単位：億円）

26年3月期 25年3月期 増　減

有価証券 10,496 10,323 173

国債 3,562 4,032 ▲ 470

地方債 1,051 1,081 ▲ 30

社債 2,986 2,865 121

株式 546 468 78

その他 2,352 1,877 475

●　有価証券は積極的な投資を進めたことから、前期末比17３億円増加し、
　　10,496億円となりました。

有価証券残高構成比推移
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自己資本比率の状況

１．自己資本比率 【ご参考】バーゼルⅡ基準

平成26年3月期 自己資本比率

バーゼルⅢ 26年3月期 25年3月期 増減 25年9月期 増減

連　結 12.12% 連　結 11.99% 12.96% ▲ 0.97% 12.67% ▲ 0.68%

単　体 11.40% 単　体 11.43% 12.27% ▲ 0.84% 12.06% ▲ 0.63%

Ｔｉｅｒ1比率

26年3月期 25年3月期 増減 25年9月期 増減

連　結 10.57% 11.08% ▲ 0.51% 11.08% ▲ 0.51%

単　体 9.84% 10.28% ▲ 0.44% 10.34% ▲ 0.50%

●　バーゼルⅡベースでは、Ｔｉｅｒ１は増加したものの、一般貸倒引当金の減少による

　　ＴｉｅｒⅡの減少と、貸出金の増加によるリスクアセットの増加により、自己資本

　　比率・ＴｉｅｒⅠ比率はともに、２５年３月末対比低下しました。

●　２６年３月期から適用されたバーゼルⅢ
　による自己資本比率は、連結で12.12％、
　単体で11.40％となりました。
　　
　　引き続き、当期純利益の積み上げによる、
　内部留保の積み上げに努め、安定した自己
　資本比率の確保を目指します。

バーゼルⅡ基準の自己資本比率推移

ＴｉｅｒⅠ

1,252
1,2051,1651,1051,065

自己資本額

1,454
1,4381,4051,3541,315

自己資本比率
11.43%

12.27%12.28%
11.48%

10.94% ＴｉｅｒⅠ比率

9.84%
10.28%10.18%

9.38%
8.86%

0
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3,000

Ｈ22/3末 Ｈ23/3末 Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末
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【通期】 （単位：百万円）

27年3月期
予想

26年3月期
実績

経常収益 47,000 49,738 ▲ 5.5% ▲ 2,738

経常利益 6,700 13,581 ▲ 50.7% ▲ 6,881

当期純利益 4,000 7,012 ▲ 43.0% ▲ 3,012

コア業務粗利益 39,800 38,231 4.1% 1,569

うち資金利益 34,200 32,972 3.7% 1,228

うち役務利益 5,700 5,275 8.1% 425

経費 31,300 31,031 0.9% 269

コア業務純益 8,500 7,199 18.1% 1,301

一般貸倒引当金繰入額 0 ― 0

業務純益 8,700 8,551 1.7% 149

不良債権処理額 3,000 3 2,997

与信費用 3,000 ▲ 3,668 181.8% 6,668

【中間期】 （単位：百万円）

26年9月期
予想

25年9月期
実績

経常収益 23,200 28,471 ▲ 18.5% ▲ 5,271

経常利益 3,000 9,841 ▲ 69.5% ▲ 6,841

当期純利益 1,900 6,608 ▲ 71.2% ▲ 4,708

増　減

増　減

●経常利益・・・前期比▲6,881百万円
　　貸出金利息・有価証券利息等を２６年３月期より増加させる計画ではあるも
　のの、与信費用がマイナスからプラスになる見込みのため、減益の見込み。

●当期純利益・・・前期比▲3,012百万円
　　経常利益の減少により減益の見込み。

●コア業務粗利益・・・前期比＋1,569百万円
　　資金利益は、貸出金利息・有価証券利息の増加により、増加の見込み。役務
　利益も、投信販売・残高積上げに注力し、増加の見込み。

●経費・・・前期比＋269百万円
　　消費税率引上げによる税金の増加により前期対比増加する見込み。　　

●コア業務純益・・・前期比＋1,301百万円
　　コア業務粗利益の増加により増益の見込み。

●与信費用・・・前期比＋6,668百万円
　　引当率の低下も止まり、さらに県内の中小企業等向けの貸出金の増加を図っ
　ていくため、与信費用は前期対比増加する見込み。

コア業務粗利益
398

382384
401

コア業務純益
85

7284
100

当期純利益
40

705459

経常収益
470

497
476

511

0

100

200

300

400

500

24/3 25/3 26/3 27/3

（億円）

【業績予想の前提】
　●　日経平均株価　１４，０００円　～　１８，０００円　　　
　●　与信費用　単体３０億円　　 連結３３億円

平成27年3月期　単体業績予想

　なお、業績予想については、当行が現在入手している情報および合理的であ
ると判断する一定の前提の基づいており、実際の業績予想等は様々な要因によ
り大きく異なる可能性があります。


